




前第１四半期連結累計期間 (自 平成21年１月１日 至 平成21年３月31日)及び当第１四半期連結累

計期間 (自 平成22年１月１日 至 平成22年３月31日) 

当連結グループは、主としてタッチパネル関連製品の専門メーカーとして、同一セグメントに属する

機能性フィルム等の製造、加工、販売を行っており、当該事業以外に事業の種類がないため該当事項は

ありません。 

  

前第１四半期連結累計期間 (自 平成21年１月１日 至 平成21年３月31日) 

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社の管理部門に係る費

用83,396千円であります。 

３ 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」(１)に記載のとおり、当第１四半期連

結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）を適用し

ております。これにより、従来の方法によった場合に比べ、営業損失が「日本」で4,728千円増加しており

ます。 

  

当第１四半期連結累計期間 (自 平成22年１月１日 至 平成22年３月31日) 

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社の管理部門に係る費

用109,528千円であります。 

  

(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

【所在地別セグメント情報】

日本 
(千円)

中国
(千円)

計(千円)
消去又は
全社 
(千円)

連結(千円)

  売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

895,057 222,374 1,117,431 ― 1,117,431

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

105,892 ― 105,892 (105,892) ―

計 1,000,949 222,374 1,223,324 (105,892) 1,117,431

営業利益又は営業損失（△） △202,276 7,320 △194,955 (82,978) △277,933

日本 
(千円)

中国
(千円)

計(千円)
消去又は
全社 
(千円)

連結(千円)

  売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

1,299,458 386,017 1,685,476 ― 1,685,476

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

248,571 192 248,763 (248,763) ―

計 1,548,029 386,209 1,934,239 (248,763) 1,685,476

         営業利益 163,591 19,194 182,785 （156,888） 25,896
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前第１四半期連結累計期間 (自 平成21年１月１日 至 平成21年３月31日) 

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本国以外の区分に属する主な国又は地域 

その他の地域……………韓国、台湾、シンガポール 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当第１四半期連結累計期間 (自 平成22年１月１日 至 平成22年３月31日) 

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

  その他の地域……………韓国、台湾、シンガポール 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

  

【海外売上高】

中国 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(千円) 233,106 92,112 325,219

Ⅱ 連結売上高(千円) ― ― 1,117,431

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

20.86 8.24 29.10

中国 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(千円) 412,333 185,542 597,876

Ⅱ 連結売上高(千円) ― ― 1,685,476

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

24.46 11.00 35.47
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１ １株当たり純資産額 

  

 
  

２ １株当たり四半期純利益又は四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 

 
  

  (注) １株当たり四半期純利益又は四半期純損失の算定上の基礎 

  

 
  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報)

当第１四半期連結会計期間末 
(平成22年３月31日)

前連結会計年度末 
(平成21年12月31日)

 
655.83円 633.76円

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日  
 至 平成21年３月31日)

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日  
 至 平成22年３月31日)

 

１株当たり四半期純損失 36.76円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について
は、１株当たり四半期純損失であり、潜在株式が存在し
ないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益 21.59円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について
は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

項目
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日  
 至 平成21年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年３月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益又は四半期
純損失(△)(千円)

△137,183 80,555

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失(△)
(千円)

△137,183 80,555

普通株式の期中平均株式数(千株) 3,730 3,730

(重要な後発事象)

２【その他】
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該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
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平成21年５月11日

東山フイルム株式会社 

 
  
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東

山フイルム株式会社の平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期

間（平成21年１月１日から平成21年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借

対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行っ

た。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東山フイルム株式会社及び連結子会社の平

成21年３月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指定社員
業務執行社員

公認会計士  中  浜  明  光  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士  蛯  原  新  治  ㊞

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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平成22年５月７日

東山フイルム株式会社 

 
  
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東

山フイルム株式会社の平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期

間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平

成22年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算

書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東山フイルム株式会社及び連結子会社の平

成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

取締役会 御中

仰星監査法人

代表社員
業務執行社員

公認会計士  柴田 和範  ㊞       

代表社員
業務執行社員

公認会計士  浅野 佳史  ㊞  

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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